平成24年度第４回　大阪府青少年健全育成審議会特別部会　議事概要
■日　時　　平成25年１月９日（月）午後１時～午後３時
■場　所　　大阪府庁別館８階共用会議室
■出席者　　桑子委員、曽我部委員、園田委員（部会長）、山上委員、山本委員
（五十音順）
　　　　　　
■内　容
事務局　　ただいまから、平成２４年度大阪府青少年健全育成審議会第４回特別部会を開催させていただきます。委員の皆様方には、年始早々にご出席をいただきまして、ありがとうございます。本日、ご出席の委員は６名中、５名の出席をいただいておりますので、大阪府青少年健全育成審議会規則第５条第２項の規定により、会議は成立しておりますことをご報告いたします。本日の資料については、事前に部会長からご指示いただいたものをまとめております。次第と資料１、資料２、資料３、資料４及び参考資料として「前回までの特別部会で出された意見」をお配りしています。資料に不足等がございませんでしょうか。なお、参考までに前回もお配りをしています児童ポルノ法と京都府の児童ポルノ規制条例及び検討会報告書についてもお配りをしています。限られた時間でご審議をお願いすることになりますので、早速ご審議を進めていただければと存じます。園田部会長よろしくお願いします。
部会長　　皆様方のご協力を得ながら進めてまいりたいと思いますので、どうかよろしくお願いします。
今回の議題は二点、「子どもの性的虐待の記録」への新たな対応策と「薬物の使用等を助長する図書類等への対応策」についてです。それでは、資料１の「子どもの性的虐待の記録」に規制を設ける際の論点から議論していきたいと思います。まず、児童ポルノ法と重複する部分についての「子どもの性的虐待の記録」の規制の必要性等から議論していきたいと思います。簡単に事務局から資料の説明をお願いします。
事務局　　資料１をご覧ください。前回にご指摘がありましたので、「子どもの性的虐待の記録」のうち、児童ポルノ法と重複する部分と重複しない部分について分けて、それぞれの論点を記載しています。資料２については、児童ポルノと子どもの性的虐待の記録の対象範囲をベン図にしたもので、前回、資料からもれておりました性的虐待の記録にのみ該当する部分に条例３９条の６号・７号を含めています。資料３については、取得・所持側に規制を設けている他の府県の状況と今回の論点を比較できるように整理をしています。また、参考資料として前回までに出された意見を論点ごとにまとめています。
部会長　　資料２の重複する部分について、規制の必要性から考えていきたいと思います。まず、規制の必要性を考える前提として、保護法益から考えていきたいと思います。皆さんいかがでしょうか。
　　　　
委　員　　重複する部分について、何らかの規制をかけていく話は前回も出ていたと思いますが、重複しない部分については、色んな制約があって難しいのではないかと思います。しかし、そもそも「子どもの性的虐待の記録」の概念を構築した際の議論では、子どもに、特に判断能力が未熟な13歳未満の子どもに、水着姿等にさせて６号にあるような性的なポーズを取らせるということ自体が子どもにとっては性的虐待にあたり、そういう社会的な風潮も許してはいけないという考え方から製造・販売のみならず所持についてもしない努力義務を設けて、大阪からメッセージを発しようとしたところ。この考え方にやはり立ち返るべきだと思います。児童ポルノと重複しない６号・７号の部分を努力義務のまま据え置くということになったとしても、子どもを性の対象とするような風潮をなくすべく、更に啓発に力を入れるべきだと思います。
部会長　　重複部分については、いかがですか。
委　員　　　子どもの性的虐待の記録を持つ必要はないと考えますので、所持についても規制を設けるべきだと考えます。法的に直罰規定が難しいということでも何らかの規制は必要だと思います。
委　員　　　これまでの「子どもの性的虐待の記録」の概念を構築して規制していこうという方向性から考えると、広く規制を強化することができたら一番よいとは感じますが、ただ、規制を強化する際の絞り込み方というか定義の明確化を考えたときには、なかなか規制の強化というのは難しいのかなと、そうなると規制を強化する部分を狭めていかざるを得ない。そう考えると、全国的にも定義が明確化していて判断がつきやすい部分である児童ポルノと重複する部分については、本来であれば国レベルでの対策が必要ではあるが、国の対策が追い付いていないところを大阪府が先駆けて規制していくということで、ある程度今までの方向性を保つことができ、啓発の意図も伝わりやすいという気がします。ただ、どこまでの規制が必要なのかという点については難しいところ。規制の種類や処罰対象行為については、もう少し議論を重ねていかないといけないと思います。
部会長　　　所持について規制する場合の目的というか、保護法益についてはどのようにお考えですか。
　　　　　仮に単純所持に何らかの制裁を科すとなった場合は、前提として持っている行為は違法になるわけで、違法であるということは何らかの法益を侵害しているわけですが、その辺についてはどうお考えになりますか。単純所持の侵害法益をどう考えるかという点について。
委　員　　　被写体となる子どもの個人的保護法益への侵害ということももちろんありますが、社会的に持つこと自体を規制して子どもを性の対象とする風潮をなくしていこうと考える場合には社会的保護法益の侵害ということも考えられますよね。両方を併せ持つと考えます。
委　員　　　一つ考えられるのは流出の危険ということが考えられますね。該当の記録物を持っているために、いつそれが流出して広がっていくかもしれないという危険性があるわけで、抽象的危険ではありますが、そういうことも考えられますよね。もし何も害がないとしたら、個人の性的嗜好について法的制約を科すことで内心の自由との問題も出てくると思います。
委　員　　　子どもは社会が守るべきものだと思います。個人の趣味・嗜好の中でやられようと、１３歳未満の所持する必要のないものを所持するということについて社会的にそれを認めないという方向を打ち出せるのであれば、それは大きな意味を持つのではないかと思います。だから個人の保護法益が侵されるというよりも、社会の中でそういうものを認めないという方向で何とかしたいと思います。１３歳未満という、発達上また精神上も影響の大きい年代を社会全体で守るように努力するという意味で見れば、個人がこっそり持つ意味がどこにあるのか、ちょっと私には解せないです。その法益まで守らなければならないのか。私はそんなことは社会として認められないと思います。持つ意味があるならいいですが、個人の趣味だけなら、子どもの性的虐待の記録を持つ必要はないのではないかと、強く思います。子どもが受ける大きなダメージを未然に防ごうと思えば、そんなものは必要ないという社会があれば一番いいわけです。現場からの思いを述べさせていただくとそう思います。
部会長　　その保護法益論の観点から、どうお考えになりますか。
委　員　　　児童ポルノの規制の保護法益というのは児童の保護ですので、そういう観点からは児童ポルノが社会に流通し誰かが持っているということで精神的被害は継続するので、所持・取得の規制をするということはありますね。所持等を規制することで全体として流通を減少させて特定の子どもに限らない児童ポルノ全体の減少を図ると、そういうことじゃないかと思います。
委　員　　　今指摘されたように、この部分についての規制の必要性というのは私もあると考えているのですが、この重複部分と重複以外の部分というのは結構違ってくると考えています。この重複している部分について法律がある中で、なぜ大阪府が取り組まなくてはならないのかということが明確にならないと、規制の必要性がはっきりと出てこないのかなと考えております。必要性自体は何らかの手当てということになるかと思いますが、その下にある、たとえば処罰対象行為等を含めて、このあたりは重複していない部分とはある程度の差が出てくるだろうとは見ています。なかなかこの部分をクリアにするというのは難しいと思っています。
部会長　　今の子ども一般の保護という観点は入ってくると思いますが、その観点からこのベン図を眺めるとどうですか。重複部分に限定するという必要はなくなってくるのでしょうか。規制の対象というのは広がるのですかね。そもそも法的な規制をかける場合は、いろんな要素が入ってくると思います。保護法益の問題とか、規制の種類、直罰にするのか、廃棄命令にするのかなどが複雑に絡んでくるので、議論が複雑になってきますが、先ほどの、なぜ大阪府がしないといけないのかというあたりも関わってくるかと思います。子ども一般の保護という観点も入ってくるかと思いますが、それを全面に押し出していいのかと、そのあたりはどうですか。
委　員　　一般論的に申し上げれば、保護法益は明確な方が望ましいので、子ども一般というよりはもう少し明確な形で構成できるのであればその形で組み立てた方がいいと思います。初回の資料にあるように、児童ポルノ法事犯による被害児童数や検挙数を見ると年々増えているので、被害は深刻化しています。そうすると単に販売側だけではなく、購入・所持側にも一定の規制をかける必要性があるという説明になるのではないでしょうか。
部会長　　今現在は、有償無償に関わらず頒布する方が児童ポルノ法では処罰され、入手する方は処罰されていません。頒布・販売等の提供行為には相手方が想定されるわけですが、相手側が想定されるにも関わらず法律でそれが全く不問にされているのは、確か国会の議論の過程でもあったと思うのですが、内心の自由の保護と被害児童の保護の二つを天秤にかけて、法律は内心の自由の保護に重きをおくという価値判断をしたと、私個人はそのように考えています。
もし、ここで所持・取得に何らかの規制を科すとなると、内心の自由よりも児童に対する侵害の方がより重い、あるいは将来危険にさらされるという判断の方が勝ってきたということだろうと思います。そういうことが大阪府で言えるかどうかというあたりはどうですか。
立法事実、規制の必要性という議論にも関わってくる内容ですが。本来は近代法の原則では内心について法は干渉しないということですので、たとえ子どもを性の対象とする性的嗜好を持っている人がいても、具体的な法益侵害がなければ、法的な規制を科すことは近代法の原則に反するというのが基本ですが、それを上回る利益侵害がある場合に、内心の自由は制約されていくという図式になると思いますが、そのあたりいかがですか。
先ほどの子ども一般の保護という利益は、内心の自由を制約するものになりうるかどうかということです。最近は個人情報でもネットを介して流出する事案がよくあります。なので、電磁的記録はパソコンの中に入っていれば極めて流出する危険性が高いので、児童ポルノについてもハードディスクに入れたりしている場合はいつそれが流出するか分からない。そういう観点から電磁的記録に一定の規制を課していくのはあり得ると個人的には思います。児童ポルノ一般ではなく、媒体を限定して、電磁的記録である児童ポルノに何らかの規制を課すというのは一定の合理性があると思いますが、いかがですか。
委　員　　私の立場からすると、何か方法を用いて広く社会として醸成していく方向性を発信できたらと思います。いろいろな専門的な難しさはあると思いますが、社会としてそういうものを認めない方向性を打ち出したいと思います。
委　員　　私も所持する側や内心の自由ということはあるかもしれませんが、特に小学生以下の児童について性的な対象にすることが間違っていると思います。そのような年少の子どもを性的対象にする人を保護しなければならないのかというと、そのような保護はいらないはずだと思いますので、今回の府条例の子どもの性的虐待の記録にあたるようなものを持たせる必要はない、持ってはいけないと言っていいのではないかと思います。
ただ、その規制の仕方については考えないといけないと思います。今の仕事をする中で、性的虐待の被害を受けた女の子のフォロー、サポートをするような場面がありますが、自分の実の子どもであっても内縁の女性の連れ子であっても平気で性的な対象にするケースが当たり前のようにあるということからすると、そんなことをしてはいけないということはもっと全面に押し出さないといけない。啓発をしてどれだけ減るのかは分かりませんが、社会として認められない、あなたのやっていることはおかしいと言う場面があっていいのではないかと思います。規制する中で難しい部分はもちろんあると思いますが、子どもを性的な対象にしてはいけないということはアピールしていいのではないかという気持ちはあります。
委　員　　本来してはいけないことをちゃんとアピールする形のものを盛り込んでいく、規制の種類として直罰になるのかどうかはまだ議論がいると思いますが、アピールできるものは必要と思っています。
部会長　　大阪府の条例では性的虐待の記録という概念で、そういうものを作成してはならないということは宣言しています。罰則はないのですが。問題はそういうものを超えて持ってはいけないということまで罰則を科すかという点が問題になるわけです。
委　員　　そういう意味では、大阪府の条例の中に性的虐待の記録というものが今まで盛り込まれていたわけですから、今回検討の結果として取得・所持に対して一歩踏み出した形で義務的なものとして盛り込んでいくのはあり得ると思います。
部会長　　それは具体的な制裁を科さずに、宣言的な意味合いの「持ってはいけない」というものですね。
委　員　　そうです。直罰規定までいくのかというと、厳しいところもあるのではないかと思います。
委　員　　　所持を規制するのは内心に立ち入るものだという点ですが、DVDなりを見ずに完全に頭の中で妄想しているものを処罰するのは内心を処罰していることになると思いますが、今問題となっているのは児童ポルノを見てある種の感情を満足させるというものですので、それは内心の話かというと少し違って、実際に被害児童がいてその被害児童に精神的な苦痛を与えているということですので、妄想の世界ではないということが一つです。
　　電磁的記録に限定すべきかという点については、電磁的記録はDVD等も含むわけですので、必ずしもインターネットの流出とは一体したものではないと思います。流出の危険をとらえてそこに可罰性を見出すという考えは、流通に着目して所持というよりは取得方向を処罰していくということで、それも一つの考え方かと思いますが、所持については流通しないとしてもそこにはあるわけでそれ自体が被害児童にとってトラウマを与えるというところから可罰性を見出していくことになると思います。流通に着目した方が説明はしやすいような気がします。
委　員　　仮に流通に着目する場合は、取得ではなくて有償取得に限定して規制をかけることもありえますよね。
委　員　　ありえると思いますが、ただ、マニア同士の交換というものが抜け落ちてしまい、効果的な規制になるかというところはあると思います。
委　員　　有償取得の場合はなんらかの形で販売に関与しているわけですから、それについて規制するというのは合理性があるのかなという気はします。
委　員　　有償取得に限定すると、ブロッキングで販売サイトはかなり減少しているということですし、どれくらい実際に該当者がいるのかというのは分かりにくいですね。
委　員　　そうなると今はネットで売買されるのが主ですから、府条例で規制できるのかどうかという問題もありますね。
委　員　　ネットで販売していても買った人が府内にいれば検挙できると思います。
委　員　　それも立法事実が問題になりますね。
委　員　　そうですね。大阪府内での事実ということになりますね。
部会長　　２番目の規制の種類についてはどうですか。どういう対象を規制するかによって、どういう規制の種類を考えるか連動しているわけですが、それぞれの固有の問題点についてどのようにお考えですか。禁止、廃棄命令、廃棄の勧告、直罰とありますが、いかがですか。
委　員　　中身によって直罰もあれば、廃止というのも考えられますが、今の努力義務を一歩進めて禁止に出来ればと思います。その上で直罰等の検討になるのでしょうが、それはあくまで１３歳未満に限定してのものです。
部会長　　それは規制を課す対象範囲についても限定していますか。この資料に挙がっているのは１号２号３号ポルノ全部についてですが、例えば１号２号だけを取り出して規制するということもありですか。今回は複雑に絡んでいるので難しいと思いますが。この部分をひっくるめて、重複する部分の規制について１３歳未満に限定すること以外にはどのようなイメージを持たれていますか。
委　員　　製造・販売側には児童ポルノ法で規制がおかれているので、おのずと持つことも禁止されるべきだと思うので、そこには罰則をかける方向だと思います。
部会長　　規制の種類についてはどうですか。
委　員　　専門的なところは専門家におさえてもらって、何らかの抑止力をかけるようにしていくということですね。
部会長　　対象行為はどうですか。所持一般、有償、無償、反復取得とありますが、これも同じように規制すべきであるとお考えですか。
委　員　　規制の種類と連動してくるところも多くあると思うので、専門的知見からご検討いただければと思います。
委　員　　禁止規定であれば、今の性的虐待の記録という概念で持つことも取得することもダメですよと言うことはできると思っています。それは実効的な部分はないかもしれませんが、宣言にこういう行為は一切ダメです、認められませんよということを言うこと自体はいいと思います。それを超えて廃棄命令なり直罰規定なりとなると、どうしても性的虐待の記録の範囲が広くなるために難しいだろうと思います。そこで難しくなるからといって、重複する部分だけを取り上げて所持・取得に厳しい規制をかけていくことについては、前回は、児童ポルノ法は定義もきっちりしていて全国的に判断が容易にできるので、そういう考え方もいいのではないかと思いましたが、もともと大阪府条例で性的記録の概念を打ち出して規制していきましょうとなった経過では全然児童ポルノ法には触れていないですよね。それなのに規制を強めましょうといった時に定義づけの問題等から児童ポルノ法の対象行為だけを取り上げて規制していくというのは、もともとの趣旨からずれてしまうという気もしています。
実効性という部分では、重複部分を取り上げて所持・取得について厳しい規制をかけていく手法もあると思いますが、前回の会議から考えていた中では少し違和感があります。
委　員　　重複部分と重複しない部分を分けて考えるという話ですが、仮に刑罰をかけるのであれば児童ポルノ法の定義に準拠せざるをえないというのが一つあります。刑罰をかけないのであれば、今おっしゃったようなことで十分わかると思います。仮に所持・取得に刑罰をかけるのであれば、京都府条例のように１号２号にするとか１３歳未満にするとか、法律の定義の中で絞りこみをするという方向にならざるを得ないという気がします。廃棄命令は前回も申し上げましたが、公安委員会がやらないとあまり意味がないと思いますので、それができないのであればやめた方がいいという気がしています。
部会長　　実効性の点からですね。全体的イメージとしては、いかがですか。
委　員　　大阪府としての健全育成条例の３９条が出発点ということから考えますと、重複部分とそうでない部分を分けて規制する方がいいのかというと、児童ポルノというのをあえて出さない方がいいと思っています。そうすると、この部分については禁止規定という形で対応するということで、１３歳未満を中心に３９条をもう一歩進めていく方が、納得が得られる話と思っています。先ほどの処罰の対象行為というところでは、有償取得ということで、マニアという話がありましたがマニアであれば反復取得のカテゴリでカバーできると思っていますので、有償取得と反復取得ということを念頭に置けばという考えです。
部会長　　規制の対象としてはどうですか。
委　員　　規制の対象としては、１号２号３号に相当するものは児童ポルノ法の考え方であって、子どもの性的虐待の範囲というかたちで考えていくところと思っています。
部会長　　年齢についてはいかがですか。
委　員　　基本的には１３歳未満がよろしいかと思います。１８歳となると年齢的に判別が難しいこともありますし、小学生の１３歳未満はより重点的に考えていくことをあえて示すことも重要と思います。
委　員　　私も１３歳未満ですね。１３歳未満であれば対象児童の判断で許されるという範疇が出てこず、一律に本人の判断があろうとそういう対象にしてはいけないという線引きができる年齢だと思います。
部会長　　刑法的にも性的同意年齢は１３歳ですからね。
委　員　　私も同じ意見です。児童福祉法の対象範囲ですし、当然発達プロセスから考えても保護されるべき年齢だろうと思います。
委　員　　１３歳未満の方が被害の重大性があるというのは被害者側の事情からすればそうですし、取得する側から見ても１７歳だか１８歳だかというのは見た目で区別できないですし、捜査の対象になる可能性があるとするとそれ自体が負担ですので、取得側の事情からみても明確にある程度年齢が分かるという方が良いと思いますので、１３歳未満にした方が確実かなと思います。
部会長　　今のお話では、１３歳未満の規制を課す対象行為については直罰規定を設けるべきであるという趣旨でよろしいですか。
委　員　　直罰がいいのか廃棄命令がいいのかは専門的知見からご判断いただければと思いますが、可能な限り一定のハードルを設けることが大切だと思います。実効性が弱まるという部分はあるかもしれませんが直罰が難しいということであれば、廃棄命令等の何らかの規制は必要だと思います。
委　員　　児童ポルノ法と重複する部分だけに直罰をかけることは私にはすごく違和感があります。これまで条例で努力義務を課していたところに更に強い規制を打ち出すという時に、まず禁止規定を設けてその効果を見て、その上で段階的に規制を厳しくしていくことも一案だと思いますので、重複する部分にただちに直罰規定を設けることには躊躇します。
委　員　　私も基本的には同意見です。重複部分でも児童ポルノ法で取得に直罰等は一切ないわけですから、この部分にいきなり直罰規定ではなく、禁止規定からという考えです。
委　員　　禁止規定というのは罰則がないということですよね。それであれば限定する必要はないと思います。罰則を付けるから限定する必要があるので、努力義務であれば児童ポルノ法そのまま、あるいは条例そのままでいいのではないでしょうか。
部会長　　私個人の考えも、みなさんと大体同じような考えです。もし直罰規定を設けるとすれば、もっと対象を限定すべきであると思います。あまりにも対象が広がりすぎて曖昧になるので、少なくとも３号ポルノは外すべきではないかと思います。年齢については１３歳未満で限定すべきではないかと思います。規制の必要性については、やはり流出の危険以外には刑罰を科すのは難しいのではないかと思います。その意味では、対象を電磁的記録に限定することが望ましいのではないかと思います。
今日まとめるということではありませんので、第１の論点についてはこのあたりにして、また次回ご意見をいただきたいと思います。次に、児童ポルノと重複しない部分への規制についてどう考えるべきかという議論に移りたいと思います。事務局から問題点等のご説明をお願いいたします。
事務局　　重複しない部分については、資料２のベン図を見ていただくと、子どもの性的虐待の記録として児童ポルノから漏れ落ちる部分を記載しています。たとえば、着衣の上からのわいせつ行為を記録したものや、性的虐待の記録の６号７号で水着・下着等を着用した状態で陰部・でん部を強調した姿態をとらせたものを記録したものが該当します。論点としては、資料１に記載のとおり、重複部分と同じような論点ですが、規制の必要性、規制の種類、処罰対象行為、規制を科す対象範囲、対象年齢についてです。加えて、児童ポルノ法から漏れ落ちる部分になるので、製造・販売側への規制についてという論点があります。
部会長　　この点についていかがですか。大体全体のイメージからお話いただければと思います。
委　員　　この性的虐待の記録として大阪府が新たに構築した部分については、処罰をかけにくい部分だと思いますが、認めてはいけないと打ち出してきた経過もあるので、自分のなかでも整理がつきにくいというのが正直なところです。
委　員　　前回、府条例が努力義務にしたというところでなぜそうしたのか、ということを申し上げたかもしれませんが、性的虐待の記録にあたる限りは製造・販売はもちろん、所持もダメだということを打ち出している意味では、実効性はないにしても禁止規定は作れるのではないかと思います。ただ、それ以上強い規制ということになると、ハードルが高すぎる、実際には難しいという気はします。
委　員　　私も基本的には禁止規定という考えです。基本的には先ほどと同じ考えですが、年齢も１３歳未満で考えたらどうかと思います。製造・販売側への規制も盛り込むべきで、思いとしてはこの部分は禁止規定より上だろうと思いますが、実際はそうはいかず同様に禁止規定というレベルになってくると思います。
部会長　　禁止規定より上というのは、廃棄命令とか勧告とかですか。
委　員　　はい。やはり、そういうもので製造・販売に対処しないと十分ではないという思いはあります。
委　員　　仮に、重複部分の取得側に罰則をかけて児童ポルノ法の定義を採用しながら、重複しない部分は従来のまま残して努力義務なりのまま残すというのは、やはり条例として一貫性を欠くという印象が拭えないので、難しいかと思います。他方で重複部分も単なる禁止規定でいくということであれば、重複しない部分も従来のまま残すというような筋道ではないかと思います。
部会長　　そもそも性的虐待の記録という概念を作った経緯ですが、児童ポルノ法で漏れ落ちているもの　　　であるにも関わらず、非常に重大なものがあるというのがそもそもの動機でした。たとえば、子どもの顔面に精液をかけるなど明らかに強制わいせつの映像であるのに、児童ポルノ法の定義から抜け落ちているために放置されている画像があります。重複部分に該当しないからといって違法性が低い、法益侵害性が低いというわけではなく、場合によれば重複部分以上に法益侵害性が大きいような画像・映像もあり得るわけです。規制の必要性からいえば、決して一律に低いというわけではないので、そのあたりはどう考えるべきでしょうか。
委　員　　そこは、実際の保護されるべき法益の大きさというよりは、実際に規制できるかどうかという観点でしか区別できないという気がします。保護すべきところは変わらないし、むしろ性的虐待の記録にしか入らないところの方が保護される法益が大きい場合もあると思うのですが、その部分を取り上げて定義付けして規制対象にしていけるかというと、それは難しいと思います。
委　員　　今、おっしゃっていた観点と、法律との関係で条例で規制できるのかという観点でも問題になると思います。法律違反で無効になるかどうかは分かりませんが、あとは捜査実務との関係ですね。
部会長　　製造・販売側への規制についてはどうお考えですか。児童ポルノと重複しない部分については、今現在は何の規制もないわけですが、いかがですか。
委　員　　処罰を科していく場合の難しさがあるのなら、禁止規定をつけたらいいのではないかと思います。「努めなければならない」をもう少し強めるということです。
委　員　　児童ポルノ法で製造・販売が規制されていることとリンクして考えると、子どもの性的虐待の記録に関わるところについて製造・販売だけ特に規制を強めるという方向もあり得るのかもしれませんが、私はこの条例ができた趣旨からいくとそこだけ取り上げて規制していくものでもないと思います。ただ、ジュニアアイドル誌等を想定して特に作らせないというようにしていくのであれば、そこのみ規制を強めていく方向性もあり得るかもしれません。個人的な感覚としては、そういうものでもないのではないかと思います。規制する場合の難しさももちろん前提としてあるわけですが、それを超えて特に製造・販売に限って直罰規定をこの部分にだけ設けていくところまで必要かというのは疑問です。
部会長　　現在努力義務になっているのですが、一歩踏み出すというのはどうですか。
委　員　　私は全面的に禁止すべきだと思っているので、そこは変わらないです。禁止規定はいいと思います。
委　員　　私も基本的には禁止規定かと思います。思いとしてはもう少しというところもあるかと思いますが、全体のバランスから考えると禁止規定と思います。
部会長　　禁止の根拠というのはあるのですか。たとえば、「水着、下着等を着用した状態で陰部・でん部を強調した姿態をとらせる」ものを作ってはならないということになりますが、その根拠はあるのでしょうか。たとえばジュニアアイドル誌の製造・販売を禁止することができるかどうかですね。事務局の意見も伺いたいのですが、例えばジュニアアイドル誌というのは該当する可能性はあるのでしょうか。
事務局　　程度が著しいものであればそれはもともと努力規定で製造も所持も規制しているわけですから、それを一歩踏み出すという意味ではあるのかと思いますが、何をもって「強調した姿態」と言えるのか、どこまでいけば対象物になるのかという線引きが実態として難しいところはあります。
部会長　　有害図書に指定されたことはありますか。
事務局　　大阪府ではないですが、他府県ではジュニアアイドル誌が有害図書として指定されたところもあります。
部会長　　有害図書類指定制度の考え方では、見る青少年にとって健全な成長に有害だということで、モデルになる子どもの健全育成にとって有害だという判断ではないですね。ですので、別の観点での根拠が必要です。１３歳未満のものもあるのですか。
事務局　　１３歳未満のジュニアアイドル誌は結構販売されています。
部会長　　しかし、大阪では有害図書として指定はされていないのですね。
事務局　　前回の条例改正の際に、図書の販売状況を調査したところ購買層としては３０代、４０代が中心であり、青少年が見ている可能性が低いということから、すぐには有害図書指定しなくてもよいのではないかということになっています。
部会長　　特に１３歳未満のジュニアアイドル誌的なもののうち、陰部やでん部を強調した性的なものを製造・販売してはならないという規制は可能性としてあるのかもしれませんね。その場合、所持、有償・無償・反復取得等の処罰対象行為についてはどうですか。
委　員　　先ほどと同じですが、重複しない部分と言えど、努力義務を禁止規定にするという考えです。所持、有償・無償・反復取得等については論議が必要かと思います。
委　員　　私も同じで、行為の中身で分ける必要性を感じない。こういうものを作り出さない、扱わないという趣旨からいうと、「持たない」ということになると思います。
委　員　　私も基本的には同じ意見です。罰則なしであればいいのではないでしょうか。
部会長　　その他の論点はいかがですか。処罰対象とする電磁的記録の扱いで、電磁的記録に限定するか、またネットに流通する性的虐待の記録への対応をどうするか、さらに青少年を処罰対象とするか、ということですが、いかがですか。
委　員　　ネット上に流通する性的虐待の記録物には、何かしらの対応が必要だとは思いますが、現実的な運用は専門家におまかせしたいと思います。
委　員　　少し広い話ですが、記録については今のインターネットで流通しているところまで含めて広くとらえられるような定義づけが必要ではないかと思います。従来のような記録だけではなくて、出来る範囲を広げていく必要があるなと思っています。また、今回議論に参加している中で思うのは、従前大阪府の中でどういう状態があって、府条例３９条ができたことでどういう効果があったのか、それを踏まえてさらに一歩深めていかなければいけない、規制を強めていかないといけないのではないかという議論をしていくとすると、今回最終的にどこに落ち着くのかはともかく、それをアピールしていく方法や啓発していく方法、それによって状況としてどう変化があるのかというところを見ていかなければ、また次の規制となったときに議論が難しくなっていくと思います。ここまで議論してきた中でこれは非常に感じる部分なので、状況把握をこれから先実施していく中でも積み重ねていかなければならないと思います。
委　員　　電磁的記録というのは電磁的記録に特定してということではなく、それが含まれているという理解でいるのですが、よろしいですか。以前申し上げたとおり、ネットということを考えると大阪府だけがネットに対応することは無意味と思っていますので、この部分についてはあまり前面に出さない方がいいと私は思っております。
部会長　　青少年を処罰対象にすることについてはどうですか。つまり、青少年の単純所持についてですが。
委　員　　この部分は、実際にあり得る話と思っています。逆に青少年が製造・販売に関与しているケースがあるとすれば、処罰対象にせざるをえないと思います。
委　員　　電磁的記録を含むことは構わないと思います。青少年が自分で自分の写真を撮って持っている場合は処罰すべきではないと思いますが、例えばいじめ的なもので同級生の写真を持っている場合は、これは少年事件にもなりかねないと思いますので、処罰対象としていいような気がします。それをどう条文で書くかとなると、やはり除外しない、特例を作らないということになるのでしょうか。自分で自分の写真を持っている場合はルールの中で対応することになるのでしょうか。このあたりは実務家の先生の方がお詳しいと思います。
部会長　　保護法益との関係もあります。社会的な法益ということなら別ですが、虐待記録物は個人的法益の考え方の方が強いので、青少年を処罰対象から除外する理由は特にないような気がします。よくあるのは、いじめの一環で相手を裸にして写真をとって回すということがありますので、もちろんそれ自体は強制わいせつ等の行為に当たるのですが、わいせつという判断を受けなければ野放しになっていますので、一定の程度は虐待記録物という観点から規制対象に入れてもいいかという気はします。
まだまだご議論はあるかと思いますが、時間の都合上、また次回にでも深めていただければと思います。次の議題に移りたいと思います。資料４の「薬物の使用等を助長する図書類等への対応策についての論点」を事務局から説明をお願いします。
事務局　　資料４をご覧ください。検討事項として、諮問させていただいた際の４点を記載しています。薬物関連本は有害図書指定すべきか。その際に現行の指定基準で指定できるか。新たな指定基準が必要か。また、インターネット上の薬物関連サイトへの対応についてという４点を検討していただく際の論点としては、表現の自由との関係と自治体におけるインターネット対策の有効性とその限界というものを挙げています。
　　　　　その下に、現行の有害図書類指定の基準を記載しています。大阪府青少年健全育成条例第1３条第１項第３号になりますが、青少年の犯罪を著しく誘発するおそれがあり、青少年の健全な成長を阻害するもので、次に掲げる基準に該当するものとあり、イとして殺人、傷害、暴行、窃盗その他の刑罰法令に触れる行為を行うようそそのかすような表現をするものであること。ロとして殺人、傷害、暴行、窃盗その他の刑罰法令に触れる行為の方法であって、青少年が模倣するおそれがあると認められるものを詳細かつ具体的に表現するものであること。
　　　　　　また、大阪府内における図書の流通状態として販売状況を調査した結果を記載しています。府内の大型書店を中心に他都府県が有害図書指定した薬物関連の図書類の陳列販売の状況を30店舗調査して、そのうちの６店舗について他都府県が指定した４３冊のうち１１冊を確認しています。また、陳列販売をしていた６書店にヒアリング調査したところ、薬物関連本について全く売れていないというところからいずれかの本が１か月に１冊程度売れているというもの。主な購買層としては30歳代で、青少年の購買実態はほとんどなしというものでした。
　　　　　また、青少年による脱法ハーブの使用実態等として、府内の違法ドラッグ販売店の状況は、平成24年３月末に７３店舗だったものが９月末には５１店舗、12月末には３９店舗と減少しております。いわゆる脱法ハーブ使用による健康被害状況は、大阪府警に報告があった分によりますと平成23年に病院搬送された人数は24人で、うち10代は０人。平成24年12月末では病院搬送された人数は46人で、うち18歳未満は２人となっています。脱法ハーブ使用による事件で、18歳未満の青少年による事件は確認されていないということです。

　また、脱法ハーブに対する国の動きとして、脱法ハーブを薬事法による指定薬物として新たに包括指定するということで、詳細は右の欄に記載していますが、厚生労働省は、違法ドラッグを薬事法の指定薬物として包括指定できるように指定薬物省令を改正する予定で、現在、１月12日までパブリックコメント中です。改正の概要としては、大麻系の物質を基本骨格とする物質群について、新たに指定薬物として指定するというもので、これにより該当対象となる薬物は７７５種類と、現在の90種類に比べるとかなりの規制強化となります。改正省令の公布日は平成25年１月中旬の予定で、施行日は２月中旬の予定ということです。指定薬物として指定された薬物については、製造、販売、授与、陳列、広告等が罰則付きで禁止されることになります。
　　　　　また、参考としまして特別部会で出された意見をまとめています。脱法ハーブが青少年に蔓延している実態があるのなら、図書についても指定が必要かとも思うが、大阪府で薬物そのものを規制する条例が今回成立したので、その効果を見ていくことも一つの方法。青少年の脱法ハーブの使用状況が把握できれば、考慮の一つの要素になる。図書がきっかけとなって薬物に手を出すという事案が多いのかどうかだが、今のところは新しい指定基準が必要だというほどの事実はないのではないか。「性的虐待の記録物」については、子どもを虐待している場面を撮影したものを公にする権利は誰にもないので、「表現の自由」の問題はないが、薬物関連本については、「表現の自由」の問題が出てくる。マリファナの栽培や吸引の仕方等を解説している本について、表現の自由だと考える人も結構いる。それを、青少年保護ということを全面に出して、表現の自由を規制するのかという問題が生じる。このため、行き過ぎた表現規制にならないために、大阪府青少年健全育成条例第13条第1項第３号で、犯罪を著しく誘発するおそれとか、青少年が犯罪の方法を模倣する恐れが非常に高い等の規定を設けているところである。条例第13条第１項第３号の犯罪誘発を理由とした有害図書指定基準については、それほど高い因果性を要求しなくてもいいのではないか。ただ、審議会としては高い因果性を要求してきた先例と整合的な判断をしなくてはいけないというのも確か。ネット世代の青少年がこれらの図書を本当に読んでいるのか疑問。図書よりもネット上で情報のやりとりがされていると思う。この意見に対して、ネット対策の現状としては、薬物の使用を助長するような情報があった場合は、違法情報であるという取扱いをしてプロバイダ等に削除要請をしている。という意見がございました。以上です。
部会長　ありがとうございました。これについて何かご意見ございますか。
委　員　　国の動きとして、脱法ハーブを包括指定するということですが、インターネットホットラインセンターの違法のガイドラインに薬物というジャンルもあります。今回775種類に大幅に増加すると、一般では判断がつかなくなるため厚生労働省薬事局の判断に基づいてプロバイダ等に削除を依頼するという手順で動いている状況です。今回は775種類ということですが、今後も脱法ハーブについては指定薬物として指定されていくことになると思います。
部会長　　脱法ハーブそのものは規制されていくということではありますが、薬物に関連する本については、どうですか。青少年に見せないという有害図書指定をするべきかという点についていかがですか。
委　員　　仕事上で、薬物の使用経験をもつ子どもを担当することがあるのですが、図書から刺激を受けて薬物に手を出したという事例はほとんどないようです。青少年が本を読んで薬物の使用や栽培をしようと思うことは考えにくいです。18歳未満であれば、仲間うちで誘われて使用してしまうというケースがほとんどで、栽培の方法等を詳細に紹介している図書もあるようですが、それらの本を読んで実際に栽培することは、18歳未満の青少年では特に考えにくいです。報道されているケースでも一人暮らしの大学生や20代前半層のある程度判断能力がしっかりしている層が自宅で栽培する等が多いと思いますし、それらの層があるいは薬物関連本を読んだことがきっかけにはなったかもしれませんが、青少年には該当しないと思います。
青少年の保護を目的とした青少年健全育成条例に定める有害図書指定をすることが得策なのかと考えたときには、違う形での取組みを考えるべきであって、有害図書指定することによって効果があがるとは考えにくいと思います。
部会長　　インターネット上の薬物サイトについては、どのようにお考えですか。
委　員　　やはり、全国的な展開が必要なので、厚生労働省なりを中心とした対策が必要だと思います。
委　員　　青少年はやはりインターネットから情報を得ることの方が多いと思います。もう一つ考えられるのは、日常的に色々なメールが送られてくるなかで、薬物関連サイトに誘導するようなメールも送りつけられてくる。図書からの情報というのは考えにくいと思います。
委　員　　どちらかというと反社会的な行為をする子どもたちに多い傾向ですが、ほとんど情報は友達から入手しており、本を読んでというのは私の知る限りでは考えにくいですね。ですから、薬物関連本について有害図書指定すべきかという事項については、今後の経過も踏まえないといけないのでしょうが、今のところは必要ないと感じています。
部会長　　大阪の図書の販売状況は、調査したなかでは６店舗ということで、そんなに多いとは言えないと思います。また、ご意見にありましたようにネットでの情報取得が主流ですので、どちらかというと、実態も踏まえて有害図書指定する必要性は少ないということでよろしいでしょうか。
委　員　　はい。それでいいと思います。
部会長　　では、本日のところは、そのようなまとめとして、審議全体を通して何かご意見等はありませんか。ご意見がないようですので、本日の部会は終了したいと思います。次回の部会ですが、議論もかなり大詰めとなってきましたので、本日議論を尽くせなかった論点を踏まえつつ、整理を進めていきたいと思います。それでは、進行を事務局にお返しします。
事務局　　園田部会長どうもありがとうございました。次回の日程については早急に調整させていただき、委員の皆様にご連絡させていただきます。委員の皆様には長時間にわたりご審議いただきまして誠にありがとうございました。これをもちまして、大阪府青少年健全育成審議会第４回特別部会を終了いたします。
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